
特集：男女共同参画

い
ま
も
あ
る

職
場
で
の
男
女
格
差

　

昭
和
61
年
の
男
女
雇
用
機
会
均

等
法
施
行
以
来
、
働
く
機
会
や
待

遇
面
で
の
男
女
平
等
は
進
め
ら
れ

て
き
ま
し
た
。
そ
の
結
果
、
雇
用

者
に
占
め
る
女
性
の
割
合
は
年
々

高
く
な
っ
て
い
ま
す
。
特
に
、
出
雲

市
で
は
、
全
国
の
平
均
値
と
比
べ

て
も
、
高
い
こ
と
が
分
か
り
ま
す

（
グ
ラ
フ
１
）。
こ
れ
は
平
均
勤
続

年
数
に
つ
い
て
も
同
じ
傾
向
で
す
。

　

一
方
で
、
男
女
間
で
の
賃
金
格

差
、
セ
ク
ハ
ラ
問
題
、
妊
娠
・
出

産
に
よ
る
不
当
解
雇
と
い
っ
た
問

題
は
、
な
く
な
っ
た
わ
け
で
は
あ

り
ま
せ
ん
。

　

昨
年
８
月
に
市
が
行
っ
た
男
女

共
同
参
画
社
会
に
向
け
て
の
市
民

意
識
調
査
で
も
、「
職
場
で
男
性
が

優
遇
さ
れ
て
い
る
」
と
感
じ
て
い

る
割
合
は
全
体
の
６
割
を
超
え
て

い
ま
す
（
グ
ラ
フ
２
）。

（出雲市『男女共同参画社会に向けての市民意識調査』平成17年8月）

グラフ2　職場での男女の平等感

（総務省　国勢調査）
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出雲市

グラフ1　雇用者に占める女性の割合

島根県 全　国

女性の活躍推進の取り組みが評価され、平成15年度島根労働局長優良賞を受けた㈱イズコン。島
根第二工場では3人の女性が現場で働いています。同社総務部長の三代豊さんは「コンクリート
という重量のある製品を作っていますので、工場は男性中心と思われがちですが、機械化を進め
たりすることで、女性の割合も全工場で15%を占めています。男女の区別なく自分に向いた仕事
を選びたいという人を積極的に受け入れています」と話します（1月27日 多伎町久村）

出
雲
市
で
の
課
題

　
『
出
雲
市
男
女
共
同
参
画
ま
ち
づ

く
り
に
つ
い
て
』（
答
申
）
で
は
、

職
場
に
お
け
る
次
の
課
題
が
あ
げ

ら
れ
て
い
ま
す
。

①
男
女
間
の
給
与
・
昇
給
等
の
待

遇
面
で
の
格
差

②
育
児
休
業
の
取
得
・
復
職
後
に
、

勤
務
内
容
・
場
所
や
パ
ー
ト
へ

の
変
更
、
退
職
を
強
要
さ
れ
る

③
昇
給
・
昇
格
の
遅
れ
な
ど
に
よ

る
不
安
か
ら
、
男
性
の
育
児
休

業
制
度
の
活
用
が
低
い
こ
と

④
女
性
活
躍
推
進
に
取
り
組
む
企

業
が
少
な
い
こ
と

課
題
の
解
決
に
向
け
て

私
た
ち
に
で
き
る
こ
と

　

ま
ず
、
法
律
や
制
度
を
正
し
く
知

る
こ
と
か
ら
始
め
ま
し
ょ
う
。
身
近

な
も
の
を
下
表
に
ま
と
め
て
あ
り
ま

す
。
出
産
、
育
児
や
介
護
が
必
要

な
と
き
な
ど
、家
庭
と
仕
事
を
両
立

し
て
い
く
た
め
の
制
度
が
た
く
さ

ん
あ
る
こ
と
が
わ
か
り
ま
す
。

　

こ
れ
ら
の
法
が
守
ら
れ
な
い
場

合
は
、
事
業
主
に
罰
則
や
行
政
指

導
が
行
わ
れ
ま
す
。
話
し
合
い
で

事
業
主
と
の
ト
ラ
ブ
ル
が
解
決
で

き
な
い
と
き
は
、
下
記
の
窓
口
へ

ご
相
談
く
だ
さ
い
。

法 律 ・ 制 度 　 違法時の事業主への取り扱い

賃金 男性と差別的な取り扱いをしてはならない。 6か月以下の懲役又は30
万円以下の罰金

募集・採用・配置・昇進・
教育訓練・福利厚生 男性と差別的な取り扱いをしてはならない。 助言又は指導、又は勧告

あり。勧告に従わない場
合は企業名を公表定年・退職・解雇 男性と差別的な取り扱い、または妊娠・出産を理由として退職勧奨、解雇をして

はならない。

休暇取得などによる扱い 育児・介護・看護休暇の申し出・取得を理由に、解雇・その他不利な扱いをして
はならない。

助言又は指導、又は勧告
あり。

産前産後休業 産前6週間以内に出産予定の妊婦が、産前休暇を請求した場合、就業させては
いけない。また、産後8週間経過しない女性を就業させてはいけない。

6か月以下の懲役又は30
万円以下の罰金

妊娠中･出産後の健診の
ための時間の確保

妊産婦健診を受診するための時間を確保しなければならない。そのために勤務時
間の変更、勤務の軽減などを行わなければならない。
【産前】妊娠23週まで4週に1回 、35週まで2週に1回、出産まで1週に1回、

もしくは医師・助産師の指示による時間
【産後】（1年以内）　医師・助産師が指示する時間

助言又は指導、又は勧告
あり。

育児時間・育児休業

1歳にならない子を育てる場合で女性が育児時間を請求すれば、その時間中に就
業させてはいけない。育児時間は1日2回各々少なくとも30分。

6か月以下の懲役又は30
万円以下の罰金

申し出により、子が1歳（一定の場合においては1歳6か月）になるまでの間、育
児休業をとることができる。

助言又は指導、又は勧告
あり。介護休業

申し出により、要介護状態にある家族（配偶者・父母・子など対象範囲あり）1
人につき、常時介護を必要とする状態ごとに1回の介護休業を取ることができる。期
間は延べ93日まで。

子の看護 小学校就学前の子を養育する労働者は、申し出により、1年に5日まで看護のため
に休暇をとることができる。

業
務
に
支
障
が
出
て
し
ま
う
。
そ

ん
な
声
を
受
け
て
、
助
成
制
度
が

設
け
ら
れ
て
い
ま
す
。
詳
し
く
は

各
窓
口
へ
お
た
ず
ね
く
だ
さ
い
。

◆
育
児
両
立
支
援
奨
励
金

◆
育
児
休
業
代
替
要
員
確
保
等
助

成
金

◆
男
性
労
働
者
育
児
参
加
促
進
給
付
金

〔
㈶
21
世
紀
職
業
財
団
島
根
事
務

所
（
℡
０
８
５
２
⑳
２
０
２
０
）〕

◆
子
育
て
し
や
す
い
雇
用
環
境
整

備
事
業

〔
島
根
県
労
働
政
策
課
（
℡
０
８

５
２
㉒
５
２
９
８
）〕

　男女共同参画社会実現を進めていくためには、男女とも
にいきいきと働けることも大切です。あなたの職場はどう
でしょうか。
　このページでは、出雲市での課題、課題解決のための法
律や制度、相談窓口などを紹介し、働く人と事業主の立場
から男女共同参画を考えてみましょう。

出雲労働基準監督署
塩冶善行町

（出雲地方合同庁舎）
TEL 21－1240

島根労働局雇用均等室
松江市向島町

（松江地方合同庁舎）
TEL 0852－31－1161

相 談 窓 口
事
業
主
の
立
場
で
考
え
る

　

男
女
間
の
格
差
を
解
消
す
る
た

め
に
、
個
々
の
企
業
が
自
主
的
・

積
極
的
に
す
す
め
る
取
り
組
み
を

「
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
ア
ク
シ
ョ
ン
」
と
い

い
ま
す
。
具
体
的
に
は
、
女
性
の

職
域
拡
大
、
管
理
職
登
用
、
評
価

基
準
の
明
確
化
な
ど
が
あ
り
ま
す
。

　

実
施
企
業
で
は
、
勤
続
年
数
の

男
女
差
が
小
さ
く
な
る
、
組
織
の

活
性
化
・
業
績
ア
ッ
プ
に
つ
な
が

る
な
ど
の
効
果
が
現
れ
て
い
ま
す
。

事
業
主
の
皆
さ
ん
、
ぜ
ひ
積
極
的

に
取
り
組
ん
で
み
ま
せ
ん
か
。

　

ま
た
、
休
業
制
度
の
必
要
性
は

理
解
し
て
い
る
が
、
実
際
に
従
業

員
が
長
期
に
休
む
こ
と
に
な
る
と

㈶
21
世
紀
職
業
財
団
の
助
成
制
度

島
根
県
の
助
成
制
度

●雇用問題についてのおたずね
　市商工振興課
　（ＴＥＬ ２１－２２１１・内線５３２１）

雇用・労働に関する法律〔抜粋〕
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